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受益者負担の適正化について
 （使用料・手数料等）

企画部行政改革推進課

平成２７年５月１日　４－９
行政改革推進委員会　資料
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１－１　受益者負担とは①

　　市が提供する公民館や体育施設の利用や
住民票や納税証明書の発行などのサービス
提供に必要な費用（の一定割合）を，受益を
受けるサービス利用者に求めるもの
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有料
(費用は利用者が
一部負担)

１－２　受益者負担とは②

【誰もが利用するサービス】
・道路，公園などの使用

【特定の人が利用するサービス】
・公民館，スポーツ施設などの
使用
・住民票や各種証明書等の発行

無料
(費用は市税等で
全額負担)
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２－１　使用料・手数料①

■使用料（地方自治法第225条） 
　行政財産や公の施設の使用の対価として，そ
の使用者から徴収する金銭
　【柏市の主な使用料（平成25年度）】
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２－２　使用料・手数料②

■手数料 （地方自治法第227条） 
　特定の者に提供する公の役務に対し，その費
用を賄うため又は報償として徴収する金銭
　【柏市の主な手数料（平成25年度）】
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２－３　使用料・手数料③
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■使用料・手数料の推移（一般会計（歳入））
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３－１　適正化に向けた取組み①
■柏市行政経営方針（H23～H27)
３　推進項目

　(2) 歳入増加に向けた取組み

　　③受益者負担の適正化

　　施設サービスの利用や証明書等の発行
など，行政サービスの利用にあたり，受益
者の負担割合をより明確にし，適切な負担
を受益者に求めるため，「使用料・手数料
の適正化基準」の見直しを行います。
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３－２　適正化に向けた取組み②

　柏市の提供するサービスの料金設定に関
する基準を見直し，「受益者負担の適正化基
準」を策定（平成２５年１月）

■受益者負担の適正化基準（25年1月)

○見直しのポイント
　・負担割合区分の細分化
　・料金原価対象費用の明確化
　・減額・免除基準の具体化
　・営利利用目的者や市外利用者の基準設定
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３－３　適正化に向けた取組み③
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■負担割合（使用料）
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■負担割合（手数料）

　利用者が利益を受けることが明らかである
ことから，証明書の発行など，役務の提供に
対する負担割合は，原則として１００％

３－４　適正化に向けた取組み④
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３－５　適正化に向けた取組み⑤

• 改定率の制限

　１回の料金改定率は５０％まで

• 負担額の見直し

　少なくとも３年に１度行う

■その他の基準
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４－１　受益者負担の現状

■主な施設の負担割合（平成２５年度）
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４－２　受益者負担の現状

総費用　5億6,400万円

【改定前】

【改定後】

※金額は全て概数
※減価償却費は整備費補助金を控除した額

市の負担（市税等）
5億2,000万円

（92.2%）

使用料
4,400万円

（7.8%）

市の負担（市税等）
5億1,200万円

（90.8%）

使用料
5,200万円

（9.2%）

【目標】
市の負担（市税等）

4億2,300万円
（75.0%）

使用料
1億4,100万円

（25.0%）

＋1.41.41.41.4ポイント
800万円改善

運営費
1億8,700万円

維持管理費
6,400万円

人件費
1億5,700万円

減価償却費
1億5,600万円

■近隣センターの事例
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４－３　受益者負担の現状

１時間あたりの費用　894円

【改定後】

【改定後】

市の負担（市税等）
824円

（92.2%）

使用料
70円

（7.8%）

使用料
82円

（9.2%）

【目標】
市の負担（市税等）

670円
（75.0%）

使用料
224円

（25.0%）

■近隣センターの事例【会議室１時間あたり】

運営費
297円

維持管理費
101円

人件費
248円

減価償却費
248円

※増尾近隣センター会議室Ａ　定員４３人（面積６９㎡）で算定 

市の負担（市税等）
812円

（90.8%）
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４－４　受益者負担の現状

• 施設の管理運営に民間事業者を活用

　【指定管理者制度の活用】

　⇒民間事業者のノウハウを活用しサービ
ス向上を図るとともに，費用（料金原価）を
縮減を図る。

　　柏市では，１７件６２施設で導入済み（平
成27年4月１日）。

■料金原価（費用）の縮減
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４－５　受益者負担の現状

■指定管理者制度導入施設（H27.4.1現在）
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５－１　課題①

■課題
　　料金の負担割合が，基準に達していない事業

が多い。
　⇒料金水準が低い

【起きている問題】

　・サービスの提供に，一般財源（市税収入
等）が必要以上に充当されている。

　・市場性の高い事業に民間事業者が参入し
づらい要因の一つとなっている。
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５－２　課題②

■原因

　　基準では３年に１度，料金を見直すこととし
ているが，実際は行われていない

①サービス利用者に，料金引き上げの理
解を得られる努力の不足
　⇒説明責任を果たしきれていない
②指定管理者制度を活用した事業の事業
期間と，基準（３年に１度）との不整合
　⇒指定管理者の事業期間は５年が多い
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５－３　課題③

■改善策

　①利用者等への説明

　　収支状況や利用状況等のデータを示し，料
金改定の必要性を丁寧に説明する

　②負担額見直しの時期

　　指定管理者の事業期間を考慮するなど，実
態に応じて柔軟に対応する。

　③市場性が高い事業

　　負担割合を原則１００％とする。


